
五

実
施
事
業
所
に
お
け
る
労
働
協
約
及
び
就
業
規
則
（
賃
金
（
臨
時
の
賃
金
等
及
び
退
職
手
当
を
含
む
。）に

つ
い
て
別
に
規
則
を
定
め
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
規
則
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）

六

実
施
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
第
一
号
等
厚
生
年
金
被
保
険
者
が
企
業
型
年
金
加
入
者
と
な
る
こ
と
に
つ
い

て
一
定
の
資
格
を
定
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
実
施
事
業
所
に
お
い
て
実
施
さ
れ
て
い
る
確
定
給
付
企

業
年
金
（
確
定
給
付
企
業
年
金
法
（
平
成
十
三
年
法
律
第
五
十
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
確
定
給
付

企
業
年
金
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）及
び
退
職
手
当
制
度
が
適
用
さ
れ
る
者
の
範
囲
に
つ
い
て
の
書
類

七

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
承
認
に
当
た
っ
て
必
要
な
書
類

２

法
第
三
条
第
四
項
第
六
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

（
新
設
）

一

企
業
型
年
金
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
に
お
け
る
労
働
協
約
及
び
就
業
規
則
（
賃
金

（
臨
時
の
賃
金
等
及
び
退
職
手
当
を
含
む
。）に
つ
い
て
別
に
規
則
を
定
め
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該

規
則
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）

二

企
業
型
年
金
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
事
業
所
又
は
船
舶
の
事
業
主
が
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
の
事
業
主
に

該
当
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

三

企
業
型
年
金
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
事
業
所
又
は
船
舶
が
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
に
該
当
す
る
こ
と
を
明

ら
か
に
す
る
書
類

四

企
業
型
年
金
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
第
一
号
等
厚
生
年
金
被
保
険

者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
と
き
は
当
該
労
働
組
合
、
当
該
第
一
号
等
厚
生
年
金
被
保
険
者

の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
と
き
は
過
半
数
代
表
者
と
法
第
三
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る

事
業
主
（
次
項
、
次
条
第
一
項
、
第
三
十
九
条
第
一
項
第
六
号
及
び
第
二
項
第
二
号
、
第
六
十
一
条
並
び
に

第
七
十
二
条
を
除
き
、
以
下
「
事
業
主
」
と
い
う
。）と
の
協
議
の
経
緯
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

五

確
定
拠
出
年
金
運
営
管
理
機
関
の
選
任
の
理
由
に
つ
い
て
の
書
類
（
事
業
主
が
運
営
管
理
業
務
の
全
部
を

行
う
場
合
を
除
く
。）

六

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
承
認
に
当
た
っ
て
必
要
な
書
類

３

法
第
三
条
第
四
項
の
申
請
は
、
二
以
上
の
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
の
事
業
主
が
一
の
企
業
型
年
金
を
実
施
し

よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
一
を
代
表
と
し
て
定
め
、
そ
の
代
表
が
行
う
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
申
請
は
、
二
以
上
の
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
の
事
業
主
が
一
の
企
業
型
年
金
を
実
施
し
よ
う
と
す
る

場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
一
を
代
表
と
し
て
定
め
、
そ
の
代
表
が
行
う
も
の
と
す
る
。

４

（
略
）

３

（
略
）

第
三
条
の
二

簡
易
企
業
型
年
金
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
の
事
業
主
が
、
法
第
三
条
第
四

項
の
申
請
を
す
る
と
き
は
、
実
施
し
よ
う
と
す
る
企
業
型
年
金
が
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
要
件
に
適
合
し
て

い
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

２

法
第
三
条
第
五
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
前
条
第
二
項
第
一
号
及
び
第
五
号
に
掲
げ
る
書
類

と
す
る
。

（
企
業
型
年
金
の
給
付
の
額
の
算
定
方
法
の
基
準
）

（
企
業
型
年
金
の
給
付
の
額
の
算
定
方
法
の
基
準
）

第
四
条

令
第
五
条
第
一
号
の
年
金
と
し
て
支
給
さ
れ
る
も
の
の
算
定
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
給
付
の
区

分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
す
る
。

第
四
条

確
定
拠
出
年
金
法
施
行
令
（
平
成
十
三
年
政
令
第
二
百
四
十
八
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。）第
五
条
第

一
号
の
年
金
と
し
て
支
給
さ
れ
る
も
の
の
算
定
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
給
付
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各

号
に
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

（
企
業
型
年
金
加
入
者
掛
金
の
額
の
変
更
の
例
外
）

（
企
業
型
年
金
加
入
者
掛
金
の
額
の
変
更
の
例
外
）

第
四
条
の
二

令
第
六
条
第
四
号
ハ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
四
条
の
二

令
第
六
条
第
五
号
ロ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
〜
五

（
略
）

一
〜
五

（
略
）
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